

















































である｡ (例 :放流技術の開発や放流 ･養
殖種苗の生産技術開発など)
このため､水産試験場ではこの ｢振興
基本計画｣に対応 した技術開発を行 う為
今般 ｢試験研究基本計画｣を策定 して計
画的に技術開発を行 うこととした｡
しか しながら､研究分野は多伎にわた
り､研究スタッフや予算 も限られ､成果
の早期達成が求められる｡ 従って､他の
研究機関との連携や協力､共同が非常に
重要となってきている｡
Ⅲ 連携の動き
(1)長崎県の 7公設試験研究機関の連携
平成 15年4月より､衛研､工業セ､
窯業セ､農試､果樹､畜産､水試の 7公
設試が各所管部から科学振興部局に
統括される予定｡
(2)新長崎漁港地区の研究教育機関の集
積 (3機関)が 15年度実現する｡
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